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各種開発事業に係る事前協議実施要綱第１ 目的この要綱は、各種開発事業について、早期に把握し、土地利用規制との整合等、適正な事業実施の確保を図るため、各種の許認可申請等に先立つ事前協議制度を設け、もって良好な自然環境の保持、災害及び公害の発生の防止並びに県土の適正かつ合理的な利用を図ることを目的とする。第２ 定義この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。（１）事前協議 各種の許認可申請等に先立って行う第５に規定する手続をいう。（２）取下届出 第６に規定する手続をいう。（３）変更協議 各種の変更許認可申請等に先立って行う第８に規定する手続をいう。（４）廃止届出 第９に規定する手続をいう。第３ 対象事業この要綱は、次に掲げる各種開発事業について適用する。（１）１団地の面積が１ｈａ以上の住宅用地（別荘用地を含む。）又は工場団地の造成事業（２）ゴルフ場用地（ゴルフ練習場を除く。）の造成事業（３）工場の新設、増設又は用途変更で、敷地面積（増設する場合にあっては、増加する敷地面積）が５，０００㎡以上のもの。ただし、国、地方公共団体、公社、独立行政法人等が造成した工場団地又はこの要綱による手続を終え造成した工場団地における工場の立地を除く。（４）「生活環境等に影響を与える施設の設置の取扱い方針」第３に規定する環境影響施設の設置。ただし、同方針第４の「保全する区域」に立地する場合に限る。（５）その他市町村長が事前協議を必要と判断した事業のうち、知事が特に認めたもの第４ 適用除外この要綱は、国、地方公共団体、公社、独立行政法人等が行う各種開発事業については、原則として適用しない。第５ 事前協議事業者は、第３各号に掲げる事業を実施しようとするときは、様式第１号に必要書類を添えて、知事に｢事前協議書｣を提出するものとする。ただし、産業廃棄物の処理施設については、この規定を適用しない。２ 前項の事前協議書は、計画地の存する市町村長を経由し、知事に提出するものとする。この場合において、市町村長は、地域の実情等を踏まえ計画内容を慎重に検討の上、様式第１０号により当該事業に対する意見及び庁内検討結果を付して知事に送付するものとする。３ 知事は、市町村の意見及び庁内検討結果が付された事前協議書を受理した時は、審議検討を行い、その結果を、市町村長を経由して事業者に通知するものとする。４ 知事から前項の通知を受けた事業者は、各種の許認可申請等を行うまでに、様式第２号により、前項の通知に係る対応の状況を市町村長を経由して知事に報告するものとする。５ 事業者は、知事が事前協議書の受理に先立って整理すべき事項を指示した場合は、当該事項の整理に努めるものとする。この場合において、指示事項の整理に長期間を要する場合は、事前協議書を取下げ、指示事項を整理した時点において改めて知事に提出するものとする。
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第６ 取下届出事業者は、事前協議書提出の後、第５第３項の規定による通知を受けるまでの間に、当該事前協議書を取下げるときは、様式第３号に必要書類を添えて、知事に｢取下届出書｣を提出するものとする。２ 前項の取下届出書は、計画地の存する市町村長を経由し、知事に提出するものとする。この場合において、市町村長は、様式第１１号により知事に送付するものとする。第７ 審議検討第５第３項に規定する審議検討は、奈良県土地利用調整会議において行うものとする。第８ 変更協議事業者は、第５に規定する手続の後、当該事業の内容を変更しようとするときは、様式第４号に必要書類を添えて、知事に｢変更協議書｣を提出するものとする。２ 前項の変更協議書は、計画地の存する市町村長を経由し、知事に提出するものとする。この場合において、市町村長は、第５第３項による通知の内容を踏まえ、事業者に対し、適切な措置を講じるよう指導するとともに、様式第１２号により当該事業の変更内容に対する意見及び庁内検討結果を付して知事に送付するものとする。３ 第５第３項から第６までの規定は、前項の規定による手続について準用する。この場合において、これらの規定中「事前協議書」とあるのは「変更協議書」と読み替えるものとする。４ 前項の規定は、変更内容が軽微である場合等において、知事が審議検討を要しないと認めたときは、適用しない。第９ 廃止届出事業者は、第５又は第８による手続の後、当該事業を廃止しようとするときは、様式第５号に必要書類を添えて、知事に｢廃止届出書｣を提出するものとする。２ 前項の廃止届出書は、計画地の存する市町村長を経由し、知事に提出するものとする。この場合において、市町村長は、事業者に対し、適切な措置を講じるよう指導するとともに、様式第１３号により当該事業の廃止に対する意見及び庁内検討結果を付して知事に送付するものとする。第１０ 事前検討知事は、第３に規定する対象事業のうち、事前に調整が必要な事業については、事前協議書の受理に先立って検討することができる。２ 前項の規定に基づく検討は、奈良県土地利用調整会議事前検討部会において行うものとする。第１１ 連絡調整知事及び市町村長は、この要綱の円滑な運用を図るため、相互の連絡調整に努めるものとする。附 則この要綱は、平成４年１２月１日から施行する。附 則この要綱は、平成１０年５月１日から施行する。
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附 則この要綱は、平成１２年１月１日から施行する。附 則この要綱は、平成１２年６月１日から施行する。附 則この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。附 則この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。附 則第１ 施行期日この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。第２ 経過措置この要綱の施行の際現に改正前要綱第４第１項の規定によりなされている協議は、この要綱第５の規定によりなされた事前協議とみなす。２ 前項のほか、この要綱の施行の日前に旧要綱の規定によりなされた行為は、この要綱の相当規定によりなされた行為とみなす。
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｢各種開発事業に係る事前協議｣手続の流れ事業者 市町村 県 備考事業計画立案 事前相談事前相談 事前相談奈良県土地利用調整会議 要綱第１０事前検討部会事業計画立案 事前相談事前相談 事前相談土 地 利 用 計 画 概 ね 確 定 要綱第５第１項事前協議書提出 要綱第５第２項庁内検討 事前協議書､市町 要綱第５第３項村の意見及び庁内検討結果受理奈良県土地利用調整会議 要綱第５第３項(提案→会議→照会→意見とりまとめ) 要綱第７県意見の経由 県意見の結果通知 要綱第５第３項対応状況報告書の作成・提出 対応状況報告書 対応状況報告書 要綱第５第４項経由 受理各種許認可申請

連携

連携
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事業区分による必要書類一覧（※図書作成にあたっては、事前に地域政策課へ相談して下さい。特に、取下届出・変更協議・廃止届出に係る必要書類については、地域政策課の指示に従い作成して下さい。)
住宅用地・工場団地（要綱第３第１号）必要書類 記 載 内 容 等協議書又は届出書 事前協議書 様式第１号取下届出書 様式第３号変更協議書 様式第４号廃止届出書 様式第５号事業計画概要書 様式第６号道路交通状況調書 様式第７号会社等概要書 企業パンフレット事業計画書 ・周辺地域(事業計画地を含む)の概要土地利用状況、都市施設の現況 等・事業計画の概要計画の要旨、事業主体、土地利用規制、土地利用現況、土地利用計画、人口計画･入居計画（又は工場誘致計画）、上水、汚水･雨水排水、道路、画地、緑地、公園、防災、公益施設（学校等）、工事中及び完成後の交通安全対策、工程表他土地調書 土地の所在、地番、地目、地積、土地所有者(甲区欄記載事項)等公害防止対策 ばい煙、粉じん、汚水、騒音、振動、悪臭他について、発生の有無※ 工場団地に限る 及びその対策を記載位置図 ・事業計画地・主要道路・車両通行経路（工事用・完成後）・通学路・排水経路及び最終流末河川名(合成)地籍図 事業計画地、里道、水路を着色土地利用現況図 地目別に着色（公簿地目と現況地目が異なる場合はそれぞれ作成）土地利用計画図 用途別に着色造成計画平面図･断面図 切盛別に着色流域図 流域別に着色雨水排水計画平面図 雨水排水経路を着色汚水排水計画平面図 汚水排水経路を着色その他、県が必要と認める書類注・図書は、Ａ４又はＡ３を基本とし、Ａ４左綴として下さい。会議等に際し必要となる部数は別途指示します。
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事業区分による必要書類一覧（※図書作成にあたっては、事前に地域政策課へ相談して下さい。特に、取下届出・変更協議・廃止届出に係る必要書類については、地域政策課の指示に従い作成して下さい。)
ゴルフ場（要綱第３第２号）必要書類 記 載 内 容 等協議書又は届出書 事前協議書 様式第１号取下届出書 様式第３号変更協議書 様式第４号廃止届出書 様式第５号事業計画概要書 様式第６号道路交通状況調書 様式第７号会社等概要書 企業パンフレット事業計画書 ・周辺地域(事業計画地を含む)の概要位置、交通、地勢、区域、法規制、周辺地域の利水状況等・事業計画の概要計画の目的、事業主体、土地利用現況、土地利用計画、造成計画､植樹計画、道路計画、交通計画、用水計画、雨水排水計画、汚水排水(処理)計画、資金計画、工程表、環境保全対策他土地調書 土地の所在、地番、地目、地積、土地所有者(甲区欄記載事項)等位置図 ・事業計画地・主要道路・車両通行経路（工事用・完成後）・通学路・排水経路及び最終流末河川名(合成)地籍図 事業計画地、里道、水路、を着色土地利用現況図 地目別に着色（公簿地目と現況地目が異なる場合はそれぞれ作成）土地利用計画図 用途別に着色造成計画平面図･断面図 切盛別に着色流域図 事業計画区域と流域の関係を明確にし流域別に着色雨水排水計画平面図 雨水排水経路を着色汚水排水計画平面図 汚水排水経路を着色防災計画図その他、県が必要と認める書類注・図書は、Ａ４又はＡ３を基本とし、Ａ４左綴として下さい。会議等に際し必要となる部数は別途指示します。
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事業区分による必要書類一覧（※図書作成にあたっては、事前に地域政策課へ相談して下さい。特に、取下届出・変更協議・廃止届出に係る必要書類については、地域政策課の指示に従い作成して下さい。)
工場（要綱第３第３号）必要書類 記 載 内 容 等協議書又は届出書 事前協議書 様式第１号取下届出書 様式第３号変更協議書 様式第４号廃止届出書 様式第５号事業計画概要書 様式第６号道路交通状況調書 様式第７号会社等概要書 企業パンフレット事業計画書(理由書) 新設、増設、移転等の理由を記載機械・設備の規格､能力 規格、能力を一覧表に整理(必要に応じ機械等パンフレット添付)製造(作業)工程フロー 様式第８号廃棄物処理計画 様式第９号公害防止対策 ばい煙、粉じん、汚水、騒音、振動、悪臭他について、発生の有無及びその対策を記載土地調書 土地の所在、地番、地目、地積、土地所有者(甲区欄記載事項)等位置図 ・事業計画地・主要道路・車両通行経路（工事用・完成後）・通学路・排水経路及び最終流末河川名(合成)地籍図 事業計画地、里道、水路、を着色土地利用現況図 地目別に着色（公簿地目と現況地目が異なる場合はそれぞれ作成）土地利用計画図 用途別に着色造成計画平面図･断面図 切盛別に着色流域図 流域別に着色雨水排水計画平面図 雨水排水経路を着色汚水排水計画平面図 汚水排水経路を着色建物平面図・立面図機械・設備配置図その他、県が必要と認める書類注・図書は、Ａ４又はＡ３を基本とし、Ａ４左綴として下さい。会議等に際し必要となる部数は別途指示します。
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事業区分による必要書類一覧（※図書作成にあたっては、事前に地域政策課へ相談して下さい。特に、取下届出・変更協議・廃止届出に係る必要書類については、地域政策課の指示に従い作成して下さい。)
環境影響施設（要綱第３第４号）必要書類 記 載 内 容 等協議書又は届出書 事前協議書 様式第１号取下届出書 様式第３号変更協議書 様式第４号廃止届出書 様式第５号事業計画概要書 様式第６号道路交通状況調書 様式第７号会社等概要書 企業パンフレット事業計画書 事業の目的、施設等の概要、公害防止対策、交通安全対策他土地調書 土地の所在、地番、地目、地積、土地所有者(甲区欄記載事項)等地域住民説明会等報告書 ・地域住民への周知方法(説明会開催等)、周知内容(説明概要)・地域住民の意見、地域住民の意見に対する事業者の見解、地域住民の意見を踏まえ環境に配慮した事項等※地域･･･事業計画区域を含む自治会を基本に、市町村が地域の実情を考慮して定めた範囲環境配慮報告書 環境配慮事項等を記載(参考)｢奈良県環境配慮指針｣・基本計画段階、実施計画段階での環境配慮チェックリスト・基本計画段階、実施計画段階での環境配慮記録(表3-2､3-3)(△)機械・設備の規格､能力 規格、能力を一覧表に整理(必要に応じ機械等パンフレット添付)(△)製造(作業)工程フロー 様式第８号(△)廃棄物処理計画 様式第９号公害防止対策 ばい煙、粉じん、汚水、騒音、振動、悪臭他について、発生の有無及びその対策を記載位置図 ・事業計画地・主要道路・車両通行経路（工事用・完成後）・通学路・排水経路及び最終流末河川名(合成)地籍図 里道、水路、計画地を着色土地利用現況図 地目別に着色(公簿地目と現況地目が異なる場合はそれぞれ作成)土地利用計画図 用途別に着色造成計画平面図･断面図 切盛別に着色流域図 流域別に着色雨水排水計画平面図 雨水排水経路を着色汚水排水計画平面図 汚水排水経路を着色(△)建物平面図・立面図(△)機械・設備配置図その他、県が必要と認める 環境保全協定等書類注・図書は、Ａ４又はＡ３を基本とし、Ａ４左綴として下さい。会議等に際し必要となる部数は別途指示します｡・（△）の図書は、施設等の内容により該当する項目が存する場合に必要となります。
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（様式第１号）
平成 年 月 日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地

名称 ㊞

各種開発事業に係る事前協議書

｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項の規定に基づき、下記事業につ

いて事前協議します。

記

１ 事 業 名

２ 計 画 地

３ 計 画 面 積
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（様式第２号）
平成 年 月 日

指 導 事 項 に 係 る 対 応 状 況 報 告 書

奈良県知事 殿

事業者所在地

名 称 ㊞

各種許認可申請等に先立ち指導のあった各事項について、対応内容を報告します。

事業名：

指 導 事 項 対 応 内 容
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（様式第３号）
平成 年 月 日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地

名称 ㊞

各種開発事業に係る事前協議の取下届出書

平成 年 月 日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事前協議書を取下げたいので届け出ま

す。

記

１ 事 業 名

２ 計 画 地

３ 計 画 面 積

４ 取 下 理 由

※変更協議の取下げの場合は、標題を｢各種開発事業に係る変更協議の取下届出書｣として、また、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣、｢事前協議｣を｢変更協議｣として使用して下さい。
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（様式第４号）
平成 年 月 日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地

名称 ㊞

各種開発事業に係る変更協議書

平成 年 月 日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事業内容を変更したいので変更協議し

ます。

記

１ 事 業 名

２ 計 画 地

３ 計 画 面 積

４ 経 緯

５ 変 更 理 由

※過去に変更協議を行った事業の場合は、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣、｢事前協議｣を｢変更協議｣として使用して下さい。
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（様式第５号）
平成 年 月 日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地

名称 ㊞

各種開発事業に係る事前協議の廃止届出書

平成 年 月 日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事業を廃止したいので届け出ます。

記

１ 事 業 名

２ 計 画 地

３ 計 画 面 積

４ 経 緯

５ 廃 止 理 由

※過去に変更協議を行った事業の場合は、標題を｢各種開発事業に係る変更協議の廃止届出書｣として、また、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣、｢事前協議｣を｢変更協議｣として使用して下さい。
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（様式第６号）
事 業 計 画 概 要 書事業名 面 積 ㎡名称計画地 施工者 所在地電話名称 名称事業者 所在地 設計者 所在地電話 電話土 地目 公簿面積 比率 実測面積 比率 用地 宅地 ㎡ ％ ㎡ ％ 水利 農地 ㎡ ％ ㎡ ％ 計用 山林 ㎡ ％ ㎡ ％ 画現 原野 ㎡ ％ ㎡ ％ 排 雨水況 他 ㎡ ％ ㎡ ％ 水計 ㎡ 100％ ㎡ 100％ 計種 別 対象面積 画 汚水市街化区域（ 地域） ㎡市街化調整区域 ㎡ 緑 緑地法 自然公園地域(特別 種･普通) ㎡ 地規 風致地区（ 種） ㎡ 等制 地域森林計画対象民有林 ㎡ 計 公園の 保安林 ㎡ 画状 農用地区域 ㎡ 防 防災況 宅地造成工事規制区域 ㎡ 災砂防指定地 ㎡ 等その他（ ） ㎡ 計 公害計 画 防止画の 交目 通的 安工 着工予定 平成 年 月 日 全期 完了予定 平成 年 月 日 対利用区分 面 積 比率 策㎡ ％ 資 種別 金 額㎡ ％ 金 自己資金 円土 ㎡ ％ 計 借入金 円地 ㎡ ％ 画 その他 円利 ㎡ ％ 合計 円用 ㎡ ％ そ計 ㎡ ％ の画 ㎡ ％ 他㎡ ％ ・㎡ ％ 経㎡ ％ 緯計 ㎡ 100％ 等
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（様式第７号）
道 路 交 通 状 況 調 書１ 計画場所：２ 計画地に接する道路状況道路は □国道 号 □県道 線 □市町村道 線歩車分離は □されている（歩道 ｍ 車道 ｍ）□されていない（道路幅員 ｍ）路側帯は □ない□ある（□車道外側線 □駐停車禁止 □歩行者用）通学路について □通学路である 幼稚園児 約 人 （ 幼稚園）小学校児童約 人 （ 小学校）中学校生徒約 人 （ 中学校）□通学路ではない現況交通量 時間別 昼間１２時間交通量 ピーク交通量対象 （１時間）歩行者 人 人自転車 台 台自動車（普通車） 台 台（大型車） 台 台３ 工事中について土砂の搬出入 □搬出入なし□搬出入あり（□搬出 □搬入）搬出入量 １０ｔダンプ 約 台（約 ㎥）期 間 から まで経 路 から を経由して まで企業が行う工事中の交通安全対策

４ 工事完成後について予想交通量（現況交通量＋予想増加量）時間別 昼間１２時間交通量 ピーク交通量対象 （１時間）歩行者 人 人自転車 台 台自動車（普通車） 台 台（大型車） 台 台企業が行う完成後の交通安全対策
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（様式第８号）製造工程（フローシート）と廃棄物排出源 廃棄物に関する処理処分フロー

注）記入例を参考に、記入して下さい。し尿処理計画□下水道□浄化槽 □単独浄化槽（ 人槽）□合併浄化槽（ 人槽）□くみ取り
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（様式第９号）廃棄物処理処分計画排 業者委託の場合の処理処分状況出 廃棄物名 最終 廃棄物 処理方法源 排出量 の性状 (業者委託記 (月間) （形状･ または 委託内容（収集運搬､ 委託先の名称･所在地･連絡先号 外観） 自家処理) 処理等の処理区分）

注）排出源記号････様式第８の｢製造工程（フローシート）と廃棄物排出源｣及び｢廃棄物に関する処理処分フロー｣に記入した記号として下さい。注）廃棄物名･･････可能な限り具体的な固有名称を記入して下さい。注）委託先････････委託業者が決定していない場合は｢未定｣と記入して下さい。ただし、業者を選定した段階で、速やかに県廃棄物担当課に報告して下さい。注）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１８条の規定に基づき必要な報告を求める場合があります｡
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（様式第１号） 記入例

平成○○年○○月○○日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地 ○○市○○○町○番○号

名称 株式会社○○○○○ ㊞

各種開発事業に係る事前協議書

｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項の規定に基づき、下記事業につ

いて事前協議します。

記

１ 事 業 名 （仮称）○○○○○事業

２ 計 画 地 ○○市○○町○○○番 外○筆

３ 計 画 面 積 ○○○,○○○㎡
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（様式第２号） 記入例

平成○○年○○月○○日

指 導 事 項 に 係 る 対 応 状 況 報 告 書

奈良県知事 殿

事業者所在地 ○○市○○○町○番○号

名 称 株式会社○○○○○ ㊞

各種許認可申請等に先立ち指導のあった各事項について、対応内容を報告します。

事業名：（仮称）○○○○○事業

指 導 事 項 対 応 内 容

１．○○○○○の規定に基づき、○○○○○すること。 １．○○○○○の規定に基づき、○○○○○します。

２．○○○法第○条第○項に基づく○○許可申請を行うこと。 ２．○○○法第○条第○項に基づく○○許可申請を行います。

３．○○○○○について、県○○○課と十分協議すること。 ３．○○○課と協議のうえ、○○します。

４．○○○○までに、○○の届出を行うこと。 ４．○○○○までに、○○の届出を行います。

５．○○○○○○○○○○○○すること。 ５．○○○○○○○○○○○○のとおり実施しました。
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（様式第３号） 記入例

平成○○年○○月○○日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地 ○○市○○○町○番○号

名称 株式会社○○○○○ ㊞

各種開発事業に係る事前協議の取下届出書

平成○○年○○月○○日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事前協議書を取下げたいので届け出ま

す。

記

１ 事 業 名 （仮称）○○○○○事業

２ 計 画 地 ○○市○○町○○○番 外○筆

３ 計 画 面 積 ○○○,○○○㎡

４ 取 下 理 由 ○○○○○○○による、○○○○○○のため。

※変更協議の取下げの場合は、標題を｢各種開発事業に係る変更協議の取下届出書｣として、また、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣として使用して下さい。
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（様式第４号） 記入例

平成○○年○○月○○日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地 ○○市○○○町○番○号

名称 株式会社○○○○○ ㊞

各種開発事業に係る変更協議書

平成○○年○○月○○日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事業内容を変更したいので変更協議し

ます。

記

１ 事 業 名 （仮称）○○○○○事業

２ 計 画 地 ○○市○○町○○○番 外○筆

３ 計 画 面 積 ○○○,○○○㎡

４ 経 緯 平成○○年○○月○○日事前協議申請

５ 変 更 理 由 事業者の変更による土地利用計画の大幅な見直し

※過去に変更協議を行った事業の場合は、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣として使用して下さい
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（様式第５号） 記入例

平成○○年○○月○○日

奈良県知事 殿

事 業 者

所在地 ○○市○○○町○番○号

名称 株式会社○○○○○ ㊞

各種開発事業に係る事前協議の廃止届出書

平成○○年○○月○○日に、｢各種開発事業に係る事前協議実施要綱」第５第１項に

基づく事前協議を行いましたが、下記理由により事業を廃止したいので届け出ます。

記

１ 事 業 名 （仮称）○○○○○事業

２ 計 画 地 ○○市○○町○○○番 外○筆

３ 計 画 面 積 ○○○,○○○㎡

４ 経 緯 平成○○年○○月○○日事前協議申請

平成○○年○○月○○日変更協議申請（１回目）

５ 廃 止 理 由 ○○○○○、○○○○○○により資金不足となっため。

※過去に変更協議を行った事業の場合は、標題を｢各種開発事業に係る変更協議の廃止届出書｣として、また、本文中｢第５第１項｣を｢第８第１項｣、｢事前協議｣を｢変更協議｣として使用して下さい。
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（様式第６号） 記入例

事 業 計 画 概 要 書事業名 (仮称)○○○○○事業 面 積 ○○○,○○○㎡名称 ○○建設株式会社計画地 ○○市○○町○○○番 外○筆 施工者 所在地 ○○○○市○○○丁目○番電話 ○○○○－○○－○○○○名称 株式会社○○○○○ 名称 株式会社○○○○総合設計事業者 所在地 ○○市○○○町○番○号 設計者 所在地 ○市○○丁目○○番○○号電話 ○○○－○○○－○○○○ 電話 ○○－○○○○－○○○○土 地目 公簿面積 比率 実測面積 比率 用 ○○市上水道の供給を受ける。地 宅地 ○○○㎡ ○％ ○○○㎡ ○％ 水利 農地 ○○㎡ ○％ ○○㎡ ○％ 計用 山林 ○○○㎡ ○％ ○○○㎡ ○％ 画現 原野 ㎡ ％ ㎡ ％ 排 雨水 道路側溝により流域毎に集水し、調況 他 ○㎡ ○％ ○○㎡ ○％ 水 整池で放流量を調整した後、○○川計 ○○○㎡ 100％ ○○○㎡ 100％ 計 を経て○○川に放流する。種 別 対象面積 画 汚水 汚水管から今回設置する汚水処理施市街化区域（○○地域） ○○○㎡ 設を経て○○川へ放流する。市街化調整区域 ㎡ 緑 緑地 林地開発許可、工場立地法等で定め法 自然公園地域(特別 種･普通) ㎡ 地 られた基準値以上の緑地を配置する｡規 風致地区（ 種） ㎡ 等制 地域森林計画対象民有林 ○○○㎡ 計 公園 近隣公園(○ヶ所)を適所に配置する｡の 保安林 ㎡ 画状 農用地区域 ○○㎡ 防 防災 防護柵の設置や、調整池・外周工事況 宅地造成工事規制区域 ○○○㎡ 災 の先行等により土砂流出による近隣砂防指定地 ㎡ 等 への災害を防止する。その他（ ） ㎡ 計 公害 各種環境法令等を遵守し、公害の発計 大規模造成により、周辺環境と調和した低廉 画 防止 生を防止する。画 かつ良質な○○○○を供給するとともに、○の ○○○○○○○を中心とした複合施設を建設 交 工事車両出入口に交通誘導員を配置し、交目 する。また、公共施設等(幹線道路、公園等) 通 通の安全・円滑を図り、一般交通に影響の的 の基盤整備を行う。 安 無いようにする。工 着工予定 平成○○年○○月○○日 全期 完了予定 平成○○年○○月○○日 対利用区分 面 積 比率 策○○ ○○,○○○㎡ ○○％ 資 種別 金 額○○○○ ○○,○○○㎡ ○○％ 金 自己資金 ○○○,○○○,○○○円土 ○○○○○○ ○㎡ ○％ 計 借入金 ○,○○○,○○○,○○○円地 ○○○ ○○㎡ ○％ 画 その他 円利 ㎡ ％ 合計 ○,○○○,○○○,○○○円用 ㎡ ％ そ計 ㎡ ％ の画 ㎡ ％ 他㎡ ％ ・㎡ ％ 経㎡ ％ 緯計 ○○○,○○○㎡ 100％ 等
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（様式第７号） 記入例

道 路 交 通 状 況 調 書１ 計画場所： ○○市○○町２ 計画地に接する道路状況道路は □国道 号 ■県道 ○○ 線 市町村道 線歩車分離は □されている（歩道 ｍ 車道 ｍ）■されていない（道路幅員 ○.○ ｍ）路側帯は □ない■ある（■車道外側線 □駐停車禁止 □歩行者用）通学路について ■通学路である 幼稚園児 約 ○ 人 （ ○○○ 幼稚園）小学校児童約 ○○ 人 （ ○○ 小学校）中学校生徒約 人 （ 中学校）□通学路ではない現況交通量 時間別 昼間１２時間交通量 ピーク交通量対象 （１時間）歩行者 ○○○ 人 ○○ 人自転車 ○○ 台 ○ 台自動車（普通車） ○○○ 台 ○○ 台（大型車） ○○○ 台 ○○ 台３ 工事中について土砂の搬出入 □搬出入なし■搬出入あり（□搬出 ■搬入）搬出入量 １０ｔダンプ 約 ○○○○ 台（約 ○○○○ ㎥）期 間 平成○○年○月○日 から 平成○○年○○月○○日 まで経 路 ○○村大字○○ から 国道○○ を経由して 計画地 まで企業が行う工事中の交通安全対策工事車両出入口に交通誘導員を配置し、交通の安全・円滑を図り、一般交通に影響の無いようにする。また、適正な交通計画を立て、工事車両を周辺道路に待機させないようにする。４ 工事完成後について予想交通量（現況交通量＋予想増加量）時間別 昼間１２時間交通量 ピーク交通量対象 （１時間）歩行者 ○○○ 人 ○○○ 人自転車 ○○○ 台 ○○ 台自動車（普通車） ○○○ 台 ○○○ 台（大型車） ○○○ 台 ○○○ 台企業が行う完成後の交通安全対策道路管理者、交通管理者と協議の上、交通安全施設（カーブミラー等）を設置する。
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（様式第８号） 記入例製造工程（フローシート）と廃棄物排出源 廃棄物に関する処理処分フロー廃棄物名 中間処理 最終処分記号記号記号記号：Ａ：Ａ：Ａ：Ａ 破砕 プラスチック廃プラス 収集運搬 (ペレット化) 有価物 原料としてチック ㈱○○組 ㈱○○工業 再利用プラスチック 切断 押出 ○○ｔ/月原料 加工 加工 廃棄物 収集運搬熱処理 製品 (有)○○開発合成加工 加工 埋立㈱○○商事金属原料 切断 研磨 鍛造 廃棄物 収集運搬加工 加工 加工 ㈱○○商事記号記号記号記号：Ｂ：Ｂ：Ｂ：Ｂ 収集運搬 破砕･圧縮 金属原料金属くず ㈱○○環境 有価物 として再利用○○ｔ/月 ㈱○○環境注）記入例を参考に、記入して下さい。 記号記号記号記号：Ｃ：Ｃ：Ｃ：Ｃ 収集運搬 焼却→→→→→→→→→埋立雑ごみ（事業系 ㈱○○○○□下水道 一般廃棄物） ○○○市清掃センター■浄化槽 □単独浄化槽（ 人槽）■合併浄化槽（ ○○○ 人槽）□くみ取り
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（様式第９号） 記入例廃棄物処理処分計画排 業者委託の場合の処理処分状況出 廃棄物名 最終 廃棄物 処理方法源 排出量 の性状 (業者委託記 (月間) （形状･ または 委託内容（収集運搬､ 委託先の名称･所在地･連絡先号 外観） 自家処理) 処理等の処理区分）Ａ 廃 ○○ｔ 固形 業者委託 収集運搬 株式会社○○組プラス ○○市○○町○○○番地チック ○○○○－○○－○○○○中間処理（破砕） 株式会社○○工業○○町大字○○○○番地○○○○－○○－○○○○収集運搬 有限会社○○開発○○市○○○丁目○○番○○－○○○○－○○○○最終処分（埋立） 株式会社○○商事○○市○○町○丁目○番○号○○－○○○○－○○○○Ｂ 金属くず ○○ｔ 固形 業者委託 収集運搬 株式会社○○環境中間処理（破砕･圧縮) ○○市○○町○丁目○番○号○○○○－○○－○○○○最終処分（埋立） 株式会社○○商事○○市○○町○丁目○番○号○○－○○○○－○○○○Ｃ 雑ごみ ○○㎏ 業者委託 収集運搬 株式会社○○○○(事業系 ○○○市○○○○番地一般廃棄 ○○○－○○○－○○○○物) 中間処理（焼却） ○○○市清掃センター最終処分
注）排出源記号････様式第８の｢製造工程（フローシート）と廃棄物排出源｣及び｢廃棄物に関する処理処分フロー｣に記入した記号として下さい。注）廃棄物名･･････可能な限り具体的な固有名称を記入して下さい。注）委託先････････委託業者が決定していない場合は｢未定｣と記入して下さい。ただし、業者を選定した段階で、速やかに県廃棄物担当課に報告して下さい。注）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１８条の規定に基づき必要な報告を求める場合があります｡


